
のとおりである

いて認次査証発給基準等を見直した結果、同地域よりのどジ

対し有効期牒＝年又は3年、渚在奴剛5日又は90日の数次査証発

卸す声こととし、同措置を明年1月1日より実施する。

の適用に当たっての特恵原産地証明書（PornA）による原産地確認手鍾1　′L．■・kt71－
続きの簡素化を図る。　　　　　　　　　　　　　　‖‾Ⅵ‾仰鴎叫叩酪丁

洲摂粧よる制作的発生等の関配っいて専門家による検討を経て、ピタ

lミンに係る食薬区分の見直しを行い、平成岬3月を目途として、ビタミンC

について捨置を詩ずるなど、平成岬度中に、遂桐髄なものから食品として
の製遵・腰売を密める。

動物検疫について、動物検桝の動物けい留施設を整備することにより、輸入手親を迅速化する。

建鞘棚連のJI′Sマーク表示承凱っいて、矧こ係る審査手披きの原索

化を促進するため、特定外国検査棚の一層の拡大を図ることとし、平成7年

2月にタイのエ美省標準局を拇定したのに加え、7年度的マレーシアからの
申請を受け、指定を行うこととしている。

シ門ク・アブソー′寸、ストラット、パヮー・ステアリング及びトレーラー．L＿　＿＿．dL．す、　4　．．・，・＿　＿

ヒッチの4品目について、
平成7年10月から、分解整備の定義から除外した。
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⊥＿jユ三上車道・‾活性化阻書の現堆
く1）米国における実態調査結果等に基づき、我が国と米国の建設費の価格差を求める

と、、労務費、資材費、機械費等がいずれも高いことを反映し、その総合価格である

工事総額における比校では、次の結果が得られた（「内外価格差調査研究会報告替

」）。

為替レート（1＄宣111円）では、日本が1割－4割程度高い。

脚　我が国と米国との価格差を表現するにあ：たっては、対象となる工事や、用いる尺

度、時期によっ、て値が大きく異なる○

＿L」墜コ不ト檎遭＿「＿鼻牲隼阻害の要四
川　我が国と諸外国の事業実施システムを比較すると、我が国のシステムには次のよ

うな建設費を押し上げる特性がみられる。

①　資材等の複雑な流通機構

②　建設機械の低い稼働率

③　安全及び工事中の周辺対策の水準の高さ

◎・ヰ小企業の受注機会の確保等にも配慮した工事の発注規模

3．日韓

平成6年12月に策定した「公共工事の建設費の縮減に関する行動計画」に基づ

き、①資材資の低減、②生産性の向上、③技術開発を柱とする61施策を推進し、建

設コスト縮減に向け、より一層努力する。

4．具体的な対応策

糾‾建設省ではこ平成6年12月1日に①資材費用の低減②生産性の向上③技術開発を

柱とし、61施策を盛り込んだ「公共工事の建設費の縮減に関する行動計画」を策定

し、関係省庁との連携の下、＿より一層の建設コろト縮減に向け努力することとした
○

は）61施策による本行動計画は一定期間経過後、その実施状況と効果の検証を行い結

果を公表する。

［具体的施策】

I．資材費の低減による建設費の縮減

①　輸入資材由活用（海外建設資材品質審査証明事業、海外資材塔用モデルエ癖等

）

・輸入資材の公共工事への宵滑な導入を図るため、海外建設資材品質審査証明事

業の対象品日の拡大、審査証明手続きの簡素化等を行う。
1

・輸入資材の品質、供給能力、納期等の課題に対応するため、直轄土木及び建築

工事において海外資材の活用を図るモデル工事を実施する．。
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●ノ

）朋叩棟’規耶標準化（資材の仕様・境線の標準元、親一格の国際間の淘和
②　資材の仕様・規格の標準化

・我が国の資材生産にみられる多品種少量生産を是正する。
③商流・物流の効率化

・資材にみられる複翫契細係及び従来からの耶順行拍乱、商流の効率

化を図るよう、また、資材の交錯輸送の摘、輸送の共剛との推榊によ。、物
蜘効率化を図るよう、尉係機関太対し、協力を要附る。

Ⅱ・生産性の向上による建設費の削減

①省人化、省力化の推進（労働量ミニマムの設計珠の採用）

・帥段翫おける「資材豊ミニマムから労働量ミニマム」への視舶重机、

幽紬等の改訂に着手する。また、製作工酌簡靴等、生産性を重凱た設計への転換を周る。

⑳　建設機戒の効率的使用

・機軸有に係る情報ネットワークの触、リース・レンタル神事市場の清盤
化を関係磯鞠と協力して推適する。

③工事の平準化と適切な発注ロット．の設定

・資材、労的、鋤等の効率的達を図り、生産性を向上させるため、国庫債
務負師為を鵬的に朗する働＼中小企業の受注恥の確保にほ慮しっっ
、発注ロットの大型化を図る。

Ⅲ・技術開発による膚設費の縮減

①　建設費結城に資する技術開発

・軸コストの鰯、品質管理拍トの削臥生産性及び安全性の向上に資する技術開発を進めるため「隷静含緒鮪で飽仕組芯．一一一． ‾1　－．’‾．′．－　▼一一」司－：■　1J

状叩聞別項のるため「建設省技術五箇年計画」を発足する。
②　技術固発を促進するための環境整備

．鯛における技術開発を由遁するため、柵技術の細的評価・朗、技術提

案舶評価方式の導入、提案競技畢工事発澄方式（柚発注方式）の朗等の各
施策を推應し、競争盤古促す環埴整備を図る。

Ⅳ・哉争政策の推進

①　一般窟争制度の本格的採用等

．一般的入札の本格礪絹「公虹事の入札・奥船舶準凱断る行動

計凱（平成6年1月閤酎解）に基づく施鋸平成岬度当初より積鹿触実施している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　′・†

踵：上記は、
「公共工事の建設費の縮減に関する行動計画」
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（平成6年：建設省）の要約

1・高コスト構造・活性化阻書の現状

（1）気候風土、住宅供給方式、生活様式等の違いから住宅の価格差を算出する事自体

が困難な面もあるが、例えば、建設省が平成5年5月に実施した調査（「北米にお

ける住宅及び住宅資材・部品のコストに係る調査」）では以下のとおりとなってい

る。

・米国（シアトル）で実際に平成5年に建設・分譲された約160誠の木造2階建て

戸建て住宅について、米国でのコストと日本（仙台）での建設・分譲を想定して算

出したコストとを3つのケースで比較すると、

為替レート（1＄已111円）では、日本が米国の約1．82～1．98倍。

2．高コスト構造・活性化阻害の要因．　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‾‾　　‾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‾　　　‾　　　　‾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‾　　‾

‖市堵構造・……・＝個別散在的な注文住宅が主であるとともに、多様な工法が存在し、

規格化・棟準化が図られにくい。また、新築中心の市場である（米国

はほぼ2）く4工法で集虚的分譲住宅が主。また、新築の数倍の中古住

宅市場が形成され、選択性、競争性の高い住宅市場を形成）。

（2）生産性…‥・・……・・住宅建設全般において生産性が低い。

制流通氾テム・……多段階構造、系列化、不合理な商慣習等の合理的でない面がある。

（4〉消費者・・…・・・・…・・・細かいところまで丁寧な施工、仕上げを求めがち。また、価格、性

能等の情報が不足し弱い立場におかれ、市場横道とも相まって、枯葉

的に市場競争が弱、くなっている。

く5億規制・・…・・…・…・法規制が米国と異なること等がある（自然条件、市街地状況等が異

なることを背景）。

3．目標

住宅建設コストの直接的軽減と適切な市場競争が行われるための環境整備を推進

し、標準的な住宅の建設コストが、平成12年度（西暦2000年度）までに、これまで

の水準の2／3程度に低減することを目指す。

4．具体的な対応策

平成5年3月18日、建設省において「住宅建設コスト低減に関するアクション・
＼

プログラム」を策定・公表しこ　これに基づき具体策を講じつつある。

（1用標及び実施期間

今後3カ年以内に位置づけられた全ての應黄を実施又は着手し、そのうちのリーデ

ィング・プロジェクト（先導的な役割を担う特定の事業）の建設コストを－、これまで

の水準の2／3程度とするとともに、＿標準的な住宅の建設コストが、平成12年度（西

磨2000年度）までに、これまでの水準の2／3程度に低減することを目指す。

物基本的考え方

第一に、住宅産業界の生産・流通の合理化や関連規制の合理化により「住宅建設コ
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ストの直接的低減」を図ること、第二に、消費者への情報揖供、産直住宅・輸入住宅

の普及促進等により「適切な市場競争が行われるための環境整備」を図ることの二本

柱とする。

は〉語ずべき施策の体系

①住宅建乳コストの直嶺的な低減（場コスト構成各要素の低減）

ア　生産性の向上。

木造抽姐住宅や中高層住宅等における合理化システムの普及、オープン化、

施工工程管理手法の充実。また、住宅部品・設備の規格化・槙準化を推進等。

イ　建築士による設計段階におけるコスト管理手鏡1の普及促進

設計段階でのバリューエンジニアリング手法（建築士が建築設計の過程で建

築コストに関する比較論村を行い、コスト低減のための鑓案を建築主に対して行う手

法）を整備、普及。

ウ　流通の合理化

完成保証制度等の条件整備に併せた住宅融資資金の早期交付を検討し、中小

工務店の資材調達を手形疎済から現金決済に転換、資材禍遠コストを低減。ま
た、商慣習の改善、資材流通に係る情報提供の推進等。

エ　規制の合理化

建築関係手続の迅速化、解釈運用の明確化等を経過。また、水道、ガス等の

各種設億規制の合理化を関係省庁に翼乱
②適切な市場競争が行われるたあの環境整備（よ市場メ虹鮎を有効に活用したコ封

低域）

ア　良質で低価格な規格型住宅の普及

専用の展示場を八王子市に開設済み。

イ　消費者六の情報撮供

住宅フェアや画像情報捜供システムにより、住まいづくりのポイント、地域

の住宅の実態等の各種情報を撮供。

－ウ　産直住宅・輸入住宅の普及促進

公的なモデルプロジェクトの実施、消費者・生産者への情報提供、相談窓口

の設置等を推進。

キ　海外建築資材等の円滑導入

建築基準法に係る基準・認証について、外国検査データの受け入れ、二国間

の相互認証制度の導入、和談窓口の設置等を検討、推進。

③リーディング・プロジェクト（墟コ斜低減の牽引役）

ア　「プラス・YOUJ住宅の開発・普及事業

イ　住宅・都市整備公団のモデル住宅¢建設事業

ウ　産直住宅の普及促進事業

エ　軸入住宅の普及促進事業

（注）上記は「住宅建設コスト低減に関する〃ション・1ログラム」（平成6年：建設省）の要約
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恥 快適 な生活圏境 の形

指．標 ．
現 況 将来 目標 日　永

志入 口のうち、下水道、・コミュテティ

プ ラン ト、・集落排水施設等に・より排水

が衛生処現され七や－る人口の割合 ・

軍
‾ナこ‘水が公的主即 より衛生処 く

される人口め昏怜　　　 あ

1994年度〉　く

約由％

2000年度〉一　博

7 割 を超 える

程輝

く21世紀初頭）、

9 割 を超 え 奉

程度

ユニこJ．＿．ニて
こで‾シ

つ勢いで行ける範囲の公園の普 く1993年度〉　－

53％

く21世紀初蔑〉

お おむね全て

どこか らで も250m

に、500m 以内で近隣公園’に、1 km 以内
丁及率 で地区公園に到達で きるように公 園

が整備さ．れた市街地の割合 ．．　廃棄物のうち 再億
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ル亨．．
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三悪

」廃棄物循環型処理率 こ

し．・・

く1994年度〉・

約42％ ・

く21世紀初諷〉

ほぼ100％

市町村が処理す る　　　 、

用∴再生利用、．熱回収を伴う焼野処理

尊で処理される割合 ・・・‾

大郡市圏の都心如 く乗車時間串おむね

30分程瑳以内の圏釦 における．住牢グ

昌 夫郵市圏の都心部 畔 する住 く1985 一

1由4年度 〉 ‘

．く199寧年度から

21世紀初頭－
つ 軍の供組 ・

年 間

約9．3万戸 ．

まで〉‾．

160石 戸

供給畳 ．

東京圏を代表す る線区にづし－て、‘ピー

薫
けt．ナこ
・1譲1こバこ．ぷ′1。

1

」東京圏における鉄道の混雑率 く19‾94年度〉＿

車 準 ‾

く2000年頃〉

1帥ウ程度

▲

風

グ時 1時 間当た り．め輸送畳の輸 送力

に対す み比率 （混醸準用 より・・一通勤

混雑が続和 される程度を示す

道路整備の進展によ り朝夕の練瀞等

が緩和され言あ行時間の短縮か図 られ
苛

薫

．

．都市 におけ る道路 の朝 夕の走 く1994年率〉

）19k血．几

23血！h・

く21世紀初藻〉
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（三大都市圏の人 口集 中地区
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坤％
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約 7 割

良好な市街　　　　 し 、
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道路、河川、急倒斜地、博湾、

漁港 にお‘いて景観 や現 しみに

配臆 して緑化が行われて、い る・

割合 一　　　　　　 一（逼蕗）

‘（河川）

（急傾斜地）

（彿郵

‘‾（漁港）

く1994年度〉

料．‘％∴

i7痴

15％ 一一一

2・．1％

1・8準 ‾

く．21世紀初頭〉 国道、都立府県道の延長めうち線化醸

抱

当

！

ポ苺
も崇・
鵬灘．ナ

5°

乏
－

ト
頭

Ⅰ

約 3 割 延長の割合 ．

く2叩0年度〉 白面緑化が必要 ときれ る延長の うち主；

約25％ ． 緑化済延長の都会 ・　　　　　 ゝ

く2000年度〉 当面酎 巳が必要 とされる延長の＿う．奮

約 2 割 帰化済延長の割合 ‘

く2000年度〉 蹄港地区面積や うち緑イ＿ヒ済両横の宙

3 ％を上 国事

軍産

く2000年度〉′‾、．・

合

漁港用地面槙の う．ち線化済面積の軒・

3 ％を上回る‾・

程度

．会 ・・

国民 1 人当た りの森林等欄「 く1991年度〉．く長如目標 〉ノ 全国の疎林蓄積 を人 口セ 陰 した数値

25m ｝／人 ． おおむね ’ iこよ－り、森妹のも‘っ生活環境俸全等の

30m 3／人 機能が発揮 されも程度 を示す

②　安全で安心できる生活の確保を主たる‘政策員的とするもの

指　 標 ．‘魂 況 将来 目標「 ．1指 標 め 考 え 方

涌】
ヨ
］

デイサ「 ビスセンター ・デイケ く1由3年度？ く1999年度〉 介護や機 能訓練が必要な高齢者串す安

ア提供施設整備水準 （注 3 ） 3 ，500宙所 17 ；000 簡疎 心 して在宅での生活か送れ るように、

身近 な卑ころで利用で きるデ イサ⊥

ビスセンターやデイケア軍旗施設が、

新 ゴール ドプ ラγに基づ き整 備され

密水準 ．‾

特別養護老人 ホーム華 備水準 く1993年度〉 （1999年度〉∵ 在宅でゐ生活が困細で施設処遇力蜂
ヨ’］

l
当－

ミ

1

・：

i

（竿 4 ） 20 ，7万人分 29万人分 ・ 要な寝たきり等の要介等老人が、畢まと

ん ど待つ．‾こ，とな く適切車施設‘に入所

できるよう．に、特別養護老人ホ⊥ムや老人塚健施設肇備水準 （注 5 ‾）‾ く1993年度〉 41999年度〉‾‾

8 ．9万人分 28万人骨 老人保健施設が、新ゴ■ル ドプランに

基づ き登時 された水準

低年齢児保育の確保水準 ‾ く1994年度〉 く1999年度〉 保育所への入所 を南蛮 しても入所 で

45万人 60万人 ’ きない低年齢児ゐすべ てが入所で き＿

るよう整備された水準
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摘齢者や障害者も安全で快適く1995年度〉くね世紀初頭〉‘歩行者利用が見込ま・れる主な遭鴎の

圧倒用ゼきる幅の広い歩道等13％ 約5割‾ ．うち、届醜考や障害者も安全で快適に

の設置率（広幅員歩道等め設置 利．用できる幅の広し；歩道等細．3m以

．如 上）が設置されている割合

轟中的な降雨による浜村こ対く1994年度〉く2000年度〉 洪水の琴隼により浸水する可能性の

して安全の確保が必要とされ2．500万人 1，700万人・ ある区域ゐ約6，300万人のう：＿ち、1時

る人口（氾濫防御必要人口） く21世紀初頭〉・間に雨量50mm相当の降雨に．よ皐洪．水

解消‘ に対処する‾治水施設により・安全の確

保が単葉与される人口を示す・

大都市圏等の密集市街地におく1994年度〉く21世紀初頭〉大郡市圏等の密集市街地の対象人口

ける避難困難地区人ロー 594万人 おおむね解消 2，300万本のうち避難路までめ距離が

1km以上あっ’七安由子避難叫こ到達

するこ＿と潜困趣を地区に’居住する人

口

床上浸水対策必要戸数 く1994年度〉く2000年度〉・ 床上痩水被害が頻発してい‘．る約45．0市

約93，000戸 慢性的な床上町村にお示て．防御か単葉とされる家

浸水の解消 厘の戸数

③　新しい日本経済の発展基盤の構築を主たる政策目的とするもの

指．標 ‾、． 現！況 癖釆目標 ・－ ．指 標 ．の＿考 え・方－

・高規格幹線遠路のイ ンター 、く1994年度〉 く21世紀初頭〉‾高規格幹線道路の・イシタ÷チェ・ンジー
‘チェ＿ンジへ 1 時間以内で到達 62％ 90％ へ・1 時間以内で到達できる＿料録の面

できる両横の割合 積め割合

徽道により、人口20万人以上の く1995年度〉′く21世紀初頭〉 派客流動の実態、鉄道特瞳等を踏まえ

中核都市から・、至近の高度な集 最長6 時間 おおむね ‾ つつ、．人口20万人以上の中核都市か
横を持った中細 勺都市へ到痙 瑠畢 3 時間台 ． ら、おおむね3時間串で至近の高度な

するまでの所琴時間 集積をもった中枢的画布．（叫幌、東京、

名古見 ・大隈、福岡）．べ到達で．きる．よ
うにす‾る．．′

90分以内で空港に到達できる く1994年度〉 く2doo年度〉 二大都市圏以外の地域において、90分

人口の割合 ・

＼

約82％ ・ 甲8声．％ 以内で空港へ到痙できを人目の当該

地域め総人口に対する割合

下記の港湾施設の‾陸上輸送半 く1995年度〉＿

約元％

47％　 r

く21薗紀初頭）．

約90％．＿

約70％

陸上輸送車 より左記港湾施設か．ら半

日往復圏の割合 日で往復できる人目の全人口に対す
［複合一章帰還に対応 した内

貿ターミナル〕（注6 ）

‘‘［国際海上コ＿ンアナターミナ
ル日 注7）

る割会
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